










































































「要綱仮案の第二次案 6 （ 4 ）」において，口座振込みによる金銭債権の本旨弁
済可能性に関する規定が提案されていたにもかかわらず，これは法律案には取








1993（ 2 ），24頁（注 9 ）］。そして，この立場が一般的な見解であると評価さ
れている［岩原 2003，3頁（注 5 ）］［森田 1997（ 3 ），31頁］。
　他方で，本旨弁済を肯定する立場も，有力に主張されている［森田 1997






















を債権者に移転することにある」［森田 1997（ 1 ），10頁］（［電子マネー勉強
会 1997，34頁，38⊖39頁〔森田宏樹〕］［森田 2007，202頁］も参照。）ものとし，
このような価値は支払単位の移転によって実現され，この物理的移転の媒体と







の（前述 IV. 1 .B.〔東洋法学59巻 2 号293⊖297頁〕，前述 III. 3 .A.〔同号216⊖218
頁〕），フランスにおいても，一般的な考え方によれば，現金のみが法定通用力












pouvoir libératoire） 」という概念を区別して，現金と同様に，預金通貨 （monnaie 
scripturale） にも決済力があるものと，学説［COURBIS 1991］は指摘している






















の」（大判大 8 ・ 7 ・15民録25輯1331頁）として，弁済の提供になるものとさ
れた。また，②郵便振替貯金払出証書の送付は，「現金の交付に代ふるを得べ
きことは一般に行はるる事例なることは実験法上自ら明らか」（大判大 9 ・





10・11・ 3 民録27輯1882頁〕，大判昭 9 ・ 2 ・21評論23巻392頁（民法）），およ
び，金銭債務について小切手の提供は特約や慣習のない限り債務の本旨に従っ
たものといえないとする判決（大判大 8 ・ 8 ・28民録25・1529頁）が存在した
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の例外として，労働者の同意を得て預貯金口座に支払うことができるものとさ
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いて［林ほか 1985，13⊖14頁〔林良平〕］［本多 2009，31頁］［松本 2010，442頁］








［森田 1997（ 3 ），31⊖32頁］［久保田，川地，今井 2004，34 頁〔今井〕］［森田 
2007，205頁］，または，③預金債権を移転するものと考えるのか［今井 1995⊖

























1972，107⊖108頁］［大西 1999，649頁，655⊖663頁］［松本 2007⊖2008（ 1 ），14⊖
23頁］。このような分断的理解は，前述①から③の「それぞれの契約を振込契
約と呼ぶことはできても，全体を一個の契約として振込契約と呼ぶことはでき













































銀行の「入金記帳行為」により実現されるものとして［森田 1997（ 5 ），48⊖

























として成立し，「預金債権を『物』とする」［安達 2008⊖2009（ 2 ），34頁］代











指図 （payment order） が受け付けられた （accepted） 時点において弁済の効果が
生じるものとされていることが学説によって紹介されている［今井 1995⊖1996










（ 3 ），184頁］［今井1995⊖1996 （ 5 ），381頁］。そして，為替債権債務関係は，
被仕向銀行への為替通知・振込金の到達によって成立し，これによって，振込
金の交付がなされて［今井 1995⊖1996（ 4 ），185頁］（要物性の充足［今井 
1995⊖1996（ 4 ），190⊖191頁］），被仕向銀行に口座を有する受取人の預金債権
が成立する［今井 1995⊖1996（ 4 ），191頁，210⊖211頁，214⊖215頁］［今井
1995⊖1996 （ 5 ），381頁］。そこで，この到達時において，振込依頼人は原因債






























われる。このような傾向は，フランスにおいて，EU 決済サービス指令（PSD 1 ）
の国内法化前の事案について，破毀院が清算機関の操業規則がその顧客に対し
て法的な影響を与えるものと考えるに至ったのとも（前述 III. 3 .A.〔東洋法学







4 4 4 4 4
する手段」（最判平 8 ・ 4 ・26民集50巻 5 号1267頁
〔傍点は筆者〕）であるとか，口座振込みを債務者から債権者に「直接現金を輸
送せずに資金を移転
4 4 4 4 4
する仕組み」（最決平13・ 3 ・12刑集55巻 2 号97頁〔傍点
は筆者〕）であるとか述べている。判例は，預金債権を原因関係とは無因に成




















れ」（全銀協による普通預金規定（個人用）〔参考例〕 3 条 1 項）ることを約し
ているのである。そこで，受取人の口座に対する入金記帳は，預金契約に基づ
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見解も有力に主張されている［GÖßMANN , LOOK 2000, S.20 f.］［CASPER 



































































よって紹介されているように，アメリカ統一商法典第 4 編 A には，マネーバッ
クギャランティ・ルールが採用されている［今井 1995⊖1996（ 2 ），303⊖305頁］
［岩原 2000，213⊖217頁］。同様に，UNCITRAL 国際振込モデル法も，このルー
ルを採用している［岩原 2000，217⊖218頁，384⊖388頁］。そして，この影響を


















きであるとされている（同ひな型 8 条 1 項）。前述のひな型には，「振込先の金
融機関がすでに振込通知を受信しているときは，組戻しができないことがあり
ます」（同ひな型 8 条 3 項）と規定されている。このことについて，実際に


















（ 1 ），33⊖34頁］［浅田 2000，73⊖75頁］。前述①の解約については，振込依頼人
と仕向銀行の間で締結される振込委託契約の完了を何と考えるかによって結論
が異なり得るものの，「振込通知の発信」が仕向銀行のなすべき事務であると





































































































































































































































によって（同法典 L.133⊖ 8 条 I 項），判例法理からは，振込指図の受領時点
に，後の被仕向銀行による振込資金受領を停止条件として，さかのぼって弁済
の 効 力（免 責 と 債 務 の 消 滅） が 生 じ る も の と， 学 説［BOUGEROL-
PRUD'HOMME 2012］は主張している（このフランスの学説の紹介については














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































⊖ 　U.C.C. 4 A―406条（振込依頼人による受取人への弁済：原因債務の免責）
　　（a） 資金移転の振込依頼人は，（i） 受取人のためになされた支払指図 
（payment order） が資金移転における受取人の銀行によって受け付けら
れた （accepted） 時点，および，（ii） 依頼人の指図額を超過しない範囲
で，受取人の銀行によって受領された当該指図の総額に相当する金額
において，依頼人の支払指図の受益者に弁済する。
改正 EU 決済サービス指令（PSD 2 ）
　前号では，PSD 2 （委員会案）の仮訳を掲載したが，その脱稿後に，欧州議
会による変更が加えられた改正案（以下，「PSD 2 （議会案）」という。）が公
表された（supplementary report on 29 September 2015, 〈http://www.europarl.europa.
eu/sides/getDoc.do?pubRef=-//EP//NONSGML+REPORT+A 8 -2015-0266+ 0 + 
DOC+PDF+V 0 //EN〉［最終アクセス2015/11/29］）。これにより，EU 閣僚理事
会による正式な採択を待って PSD 2 が官報に公表されることになる。そこで，






⊖ 　SPD 2 （委員会案）説明（recital）（58）→　SPD 2 （議会案）説明（77）
〔これより前の文には変更がないため省略。最後に次の文を追加。〕枠契約





⊖ 　SPD 2 （委員会案）説明（59）→　SPD 2 （議会案）説明（78）
　　〔変更がないため省略。〕
⊖ 　SPD 2 （委員会案）説明（60）→　SPD 2 （議会案）説明（78）
　　〔変更がないため省略。〕
⊖ 　SPD 2 （委員会案）説明（68）→　SPD 2 （議会案）説明（86）
支払人の決済サービス提供者，すなわち，口座サービス提供者または，適
切な場合には決済開始サービス提供者〔the payment initiation service 





べての不実行について完全責任 （full responsibility） を想定すべきである。
〔この後の文には変更がないため省略。〕
⊖ 　 PSD 2 （委員会案）第19条　責任（Liability）→PSD 2 （議会案）第20条
〔変更がないため省略。〕
⊖ 　PSD 2 （委員会案）第54条　範囲→PSD 2 （議会案）61条 〔変更がない
ため省略。〕













⊖ 　PSD 2 （委員会案）第63条　無権限で，または，誤って実行された決済
取引の通知→PSD 2 （議会案）第61条　無権限で，または，誤って実行
された決済取引の通知及び訂正（rectification,correction）









　　 2 ． 決済開始サービス提供者が関係する場合には，決済サービス利用者




⊖ 　 PSD 2 （委員会案）第64条　権限付与の証拠および決済取引の実行の証
拠→PSD 2 （議会案）第72条
























⊖ 　 PSD 2 （委員会案）第65条　無権限決済取引に関する決済サービス提供
者の責任（liability）→PSD 2 （議会案）第73条



























　　 3 ． さらなる財政的賠償は，支払人と決済サービス提供者の間で締結され
た契約に対して，または，必要な場合には，支払人と決済開始サービ
ス提供者の間の契約に対して適用される法律によって決定される。
⊖ 　 PSD 2 （委員会案）第66条　無権限決済取引に関する支払人の責任
（liability）→PSD 2 （議会案）第74条



























員会案の第 1 項第 2 段落後段に相当する。〕










⊖ 　 PSD 2 （委員会案）第67条　受取人によって，または，受取人を通じて
開始された決済取引の払戻し→PSD 2 （議会案）第76条　
　　 1 ．〔第 1 から第 3 段落まで変更がないため省略。〕
第 3 段落を害することなく，加盟国は，第 1 段落に言及した権利に加
えて，Regulation （EU） No 260/2012〔ユーロによる信用取引およびダ
イレクトデビットのための技術的および営業的要件の設定ならびに
Regulation （EC） No 924/2009を変更する規則〕第 1 条に言及されたダ
イレクトデビットについて，支払人は，本指令第77条に規定された制
限時までに無条件の払戻権を有することを確実にするものとする。
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⊖ 　 PSD 2 （委員会案）第68条　受取人によって，または，受取人を通じて
開始された決済取引の払戻しの請求→PSD 2 （議会案）第77条
　　 1 ． 加盟国は，資金の借方記帳〔出金〕から 8 週以内に，受取人を通じて
開始された権限付与された決済取引に関する第76条に規定された払戻
しを支払人が請求することができることを確実にするものとする。





第 1 項に規定された支払サービス提供者の払戻拒絶権は，第76条（ 1 ）
の第 4 項に規定された場合には適用されないものとする。
⊖ 　PSD 2 （委員会案）第69条　支払指図の受領→PSD 2 （議会案）第78条





















⊖ 　 PSD 2 （委員会案）第71条　支払指図の撤回不能性→PSD 2 （委員会
案）第80条
　　 1 ．〔変更がないため省略。〕











⊖ 　 PSD 2 （委員会案）第74条　決済口座に対する決済取引→PSD 2 （委員
会案）第83条





　　 2 ． 加盟国は，受取人の決済サービス提供者が，資金を受領した後に，第
87条に従って，決済日 （value date） を割り当てて，受取人の決済口座
に対して決済取引総額を利用できるようにすることを要求するものと




⊖ 　 PSD 2 （委員会案）第79条　誤った固有 ID（固有識別子）→PSD 2 （委
員会案）第88条
　　 1 ．〔変更がないため省略。〕
　　 2 ． 決済サービス利用者によって提供された固有 ID が誤っていた場合に
は，決済サービス提供者は，第89条に基づいて決済取引の不実行また
は瑕疵ある実行についての責任を負わないものとする。
　　 3 ． しかし，支払人の決済サービス提供者は，決済取引に含まれる資金の














⊖ 　 PSD 2 （委員会案）第80条　不実行 （non-execution），瑕疵あるまたは遅
れた実行 → PSD 2 （議会案）第89条　決済取引の不実行 （non-execution），
瑕疵あるまたは遅れた実行に関する決済サービス提供者の責任
　　 1 ． 支払指図が支払人によって直接に開始された場合に，決済サービス提









































































⊖ 　 PSD 2 （委員会案）第82条　追及権（Rightofrecourse）→PSD 2 （議
会案）第92条
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